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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景 

わが国では、平成 12 年に介護保険制度がスタートし、保健・医療・福祉のサービスを

利用者の選択で総合的に利用できる制度として定着しています。介護保険制度は自立支援

を理念とする利用者本位の制度で、かつ多様な主体からのサービスを選択できるものであ

り、給付と負担の関係が明確な社会保険方式による制度です。 

また、国民に対しては、自ら介護状態とならないよう、加齢に伴う心身の変化を常に自

覚し、リハビリや医療サービス、福祉サービスを利用しながら、身体能力の維持向上に努

めることが国民の義務とされました。 

一方で、高齢者の増加に比例して給付費も増大し、3 年の計画期間ごとに報酬改定や制

度見直しが図られています。これまでの大きな制度改正としては、第 3 期より予防重視型

システムへの転換が図られ、地域密着型サービス、地域包拢支援センターの創設など、可

能な限り住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、

地域包拢ケアシステムの構築を目指した見直しが行われました。 

そのような中、第 6 期にあたる平成 27 ～29 年度においては、高齢者単独世帯の増加

や高齢者のみの世帯、認知症高齢者の増加に対応すべく、団塊の世代が後期高齢者となる

平成 37 年（2025 年）までに、介護サービスの基盤整備や在宅医療・介護連携の推進、

認知症の早期発見・早期診断・早期対応など、市町村の実情に応じた地域包拢ケアシステ

ム（地域ぐるみの支えあいの仕組み）の構築を図ることが求められました。 

平成 30 ～32 年度を計画期間とする第７期計画においては、地域包拢ケアシステムをよ

り深化させるとともに、地域の実態把握・課題分析を通じた「地域マネジメント」の推進、

自立支援や介護予防に向けた様々な取り組み、また、国が推進する一億総活躍社会の推進

に向けて、介護を理由にやむを得ず離職しなければならない方、いわゆる介護離職者をな

くすような取り組みが求められています。 

本町では、平成 26 年度に策定した「第 6 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」

における基本方針などを基礎としつつ、今後の高齢化への対策をより一層推進するため、

本町がめざすべき高齢者保健福祉の基本的な政策目標を定め、具体的に取り組むべき施策

を明らかにすることを目的に、「第 7 期高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」（以下、

「本計画」という。）として策定することとします。 

 

【介護保険制度の経過】 
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２ 2017 （平成 29 ）年介護保険法改正のポイント 

（１）地域包拢ケアシステムの深化・推進 

① 保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 

〇高齢化が進展する中で、地域包拢ケアシステムを推進するとともに、制度の持続可能

性を維持するためには、保険者が地域の課題を分析して、高齢者がその有する能力に

応じた自立した生活を送っていただくための取組を進めることが必要 

〇全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制

度化 

・国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定するとともに

計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 

・都道府県による市町村に対する支援事業の創設 

・財政的インセンティブの付不の規定の整備 

 

② 新たな介護保険施設の創設 

〇今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、「日常的な医学管

理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」と

しての機能を兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 

 

 

  

 
 

  

 

〇医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供、その

他の支援の規定を整備 

 

③ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進 

〇市町村による地域住民と行政等との協働による包拢的支援体制作り、福祉分野の共通

事項を記載した地域福祉計画の策定を努力義務化 

〇高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福

祉制度に新たに共生型サービスを位置付け 
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（２）介護保険制度の持続可能性の確保 

① 現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し 

〇世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、２割負

担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。 

・月額 44,400 円の負担上限あり 

・現行制度の２割負担者 45 万人のうち、３割負担となる者 約 12 万人（受給者全体

の約 3 ％） 

・新たな利用者負担割合 

  年金収入等 280 万円未満  ⇒  １割負担 

  年金収入等 280 万円以上 340 万円未満  ⇒  ２割負担 

年金収入等 340 万円以上  ⇒  ３割負担 

 
 

② 介護納付金への総報酬割の導入 

〇第２号被保険者（40 ～64 歳）の保険料は、介護納付金として医療保険者に賦課して

おり、各医療保険者が加入者である第２号被保険者の負担すべき費用を一拢納付して

いる。 

〇各医療保険者は、介護納付金を、２号被保険者である『加入者数に応じて負担』して

いるが、これを被用者保険間では『報酬額に比例した負担』とする。（激変緩和の観点

から段階的に導入） 
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３ 計画の位置づけ 

（１）法令等の根拠 

本計画は、老人福祉法（第 20 条の８）の規定に基づく「高齢者福祉計画」及び介護保

険法（第 117 条）の規定に基づく「介護保険事業計画」を一体的に策定するものです。 

 老人福祉法に基づき、確保すべき老人福祉事業の量の目標、量の確保のための方策、事

業の供給体制に関し必要な事項を定める市町村老人福祉計画、介護保険法に基づく介護給

付等対象サービスの量の見込み確保を定める市町村介護保険事業計画、これら２つの計画

は、密接な関係をもった計画であり、調和が保たれたものでなければならないため、本町

では２つの計画を一体化して策定します。 

 

 

20 8 1  

4

 
 

117 1  

 

 

（２）高齢者保健福祉計画と介護保険事業計画の関係について 

高齢者保健福祉計画は、介護保険サービスの提供の他、介護保険の対象とならない生活

支援サービス等の提供も含めて、すべての高齢者に対して、心身の健康の保持及び日常生

活を維持するために必要な措置が講じられるよう、高齢者保健福祉サービス全般にわたる

方策を定めるものです。 

一方、介護保険事業計画は、介護サービスの見込み量や制度の円滑な運営に資する方策

等を定めるものであり、その内容は老人福祉計画に包含されていることから、両計画を一

体として策定するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者保健福祉計画 

すべての高齢者を対象とした、保健福祉事業に関する総合計画 

 

 

 

 

 

 

介護保険事業計画 

要介護（要支援）高齢者、要介護（要支援）となるリスクの高い高齢者を対象とした 

介護（予防）サービス、地域支援事業の基盤整備に関する実施計画 
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（３）他計画との関係 

本計画は、羅臼町総合計画の分野別計画として位置づけられるものとなります。 

また、障がい者計画・障がい福祉計画、子ども子育て支援事業計画、特定健康診査等実

施計画、健康増進計画、等と整合を図りつつ、高齢者福祉に関する専門的・個別的な領域

を受け持つものとなります。 

 

 

４ 計画の策定体制 

（１）アンケート調査の実施（別紙 参考資料 1 ・参考資料 2 ） 

今後の介護保険事業、高齢者保健福祉施策を推進していくために、羅臼町内にお住まい

の高齢者や家族介護者に対して、日頃の健康や活動の状況、保健福祉サービスの利用状況、

介護ニーズ等をおたずねし、計画策定の基礎資料としました。 
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（２）計画策定委員会等の実施 

本計画の作成については、保健・医療・福祉関係者、被保険者代表等の参画による「羅

臼町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委員会」において、計画内容に関する審

議を行いました。 
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５ 計画の期間 

本計画は、平成 30 年度（2018 年度）を初年度とし、平成 32 年度（2020 年度）を

目標とする３年が１期となる計画です。 

なお、本計画は、第５期、第６期計画の延長線上に位置づけられ、平成 37 年（2025

年）を見通した中長期的計画の一端を担うものです。 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

１ 人口の状況 

（１）人口の推移 

本町の人口は、平成 7 年以降減尐傾向で推移しており、平成 27 年の総人口は 5,415

人、65 歳以上の高齢者人口は 1,433 人となっています。 

年齢区分別の人口でみると、年尐人口、生産年齢人口は減尐傾向で推移しているのに対

し、高齢者人口は増加傾向で推移しています。 

また高齢化率も年々増加傾向にあり、平成 27 年には 26.5 %となっています。 

 

 

高齢者人口の内訳では、後期高齢者（75 歳以上）が平成 7 年の 297 人から平成 27

年の 748 人と、大幅に増加しています。 
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２ 要介護認定者の状況 

（１）認定者数の推移 

要介護（支援）認定者は、平成 23 年以降、平成 28 年まで増加傾向で推移していまし

たが、平成 29 年には若干減尐し 223 人となっています。 

要介護（支援）認定率も、同様に平成 29 年に減尐しています。 
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（２）認定率の推移 

要介護（支援）認定率も、平成 23 年以降、平成 28 年まで増加傾向で推移していまし

たが、平成 29 年には減尐し 14.7 %となっています。 

全国、北海道と比較すると、全ての年度において全国及び北海道より低くなっています。 
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第３章 第６期計画の評価 

１ 健康づくりと介護予防の推進等 

（１）健康づくりの推進 

町民一人ひとりが、主体的に健康づくりを実践していくことを推進し、健康寿命の延伸

を目指す。 

生活習慣の改善など生涯を通じた健康づくりを進めるため、多様化するニーズを踏まえ

ながら、個人の主体的な取り組みを支援する。 

 

①健康づくりの推進 

具体的方策 主担当係 

要介護状態の重度化予防のため、妊娠期、小児期から生涯を通した健康

づくりを行う。 
国保・保健係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生涯を通じた町民の健康状

況を把握する方策の構築。 

  

進捗状況 

特に乳幼児健診の対象となる養育者（母親）に、乳幼児健診の場で総合健診の周知、予約を行

えるよう個別に働きかけ、若年者の受診につながっている。 

問題点 

妊娠期は妊娠、出産に特化した心身の問題が明らかになるような記録様式であり、成人一般で

使っている記録と異なっている。小児期や妊娠期から抱える健康課題を途切れることなく支援で

きる体制や記録様式等の工夫が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

ライフステージを通じた健康への支援の視点を持ち、生涯に渡って途切れることがない健康管

理体制を構築する。 
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具体的方策 主担当係 

高齢者の健康増進に関する健康教育を継続する。 国保・保健係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

当町健康問題の洗い出しと、

健康教育の継続。 

 

 

 

進捗状況 

町の健康計画（健康らうす２１）やデータヘルス計画等が整備され実践されている。その中で

健康課題が洗い出され明文化されてきた。高齢者の健康教育の継続だけでなく、健診等を積極的

に勧奨しデータをもとに保健指導を実施している。臨時職員として歯科衛生士が配属され、様々

な健康状態にある高齢者の口腔衛生の保健指導に力を入れてきた。 

問題点 

高齢者の健康増進の役割が多岐に渡るため、役割分担や事業の位置づけをどこに設定するかの

整理が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

保健分野では口腔や栄養なども含めた全体的で個人の健康度に応じた高齢者の健康づくりを行

っていく。 

 

具体的方策 主担当係 

特定健診・特定保健指導の受診率向上を目指し、個人が自分の体の状態

を理解し、主体的に生活習慣の改善を選択できるよう支援する。 
国保・保健係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

未受診者対策の強化、事後指

導の強化。 

 

 

 

進捗状況 

特定健診の対象となる 40 歳を「スタート健診」と位置づけ、他の検診ともパッケージ化し無

料としてきた。利用者は 40 歳の約 3 割である。40 歳を始めとして 5 歳刻みで他の年齢でも節

目を設定し、健診料を無料とし、受診勧奨者の重点対象としている。事後指導は受診者の 9 割に

は面接での保健指導が行われている。 

問題点 

未受診者対策として継続して行ってきた電話勧奨であるが、重症化予防事業等で継続した受診

が必要な者もおり、効率的な受診勧奨が必要。事後指導では特定保健指導対象者で漁の多忙期に

支援が重なると電話等でも保健指導が実施できず長期化する者がおり、支援が終了できないこと

もある。 

課題（今後の方向性含む） 

職種で受診勧奨者を変えるなど、効率的、効果的な受診勧奨を行う。支援できる時期を逃さず、

特定保健指導の実施率を向上させる。 
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具体的方策 主担当係 

医療と連携し、町の健康課題を示しながら健康づくりをしていく。 国保・保健係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

健康課題ごとに関係機関に

情報提供を行い課題を共有化

し対策を検討する。 

 

 

 

進捗状況 

町内医療機関は内科常勤医師 1 名体制であり、日常の診察時間も減らす対応を行っている現状

であるため、新たな会議等を設けることはせず、書面や既存会議を利用し健康課題や対策等の情

報提供を行っている。また、事業としては「まち愛講座」を診療所と保健、教育部門など関係部

署で企画、運営している。企画段階で町の健康課題等情報提供している。 

問題点 

医療資源が限られており、健康づくりにおいては十分な連携体制が構築できていないものがあ

る。 

課題（今後の方向性含む） 

限られた医療資源を健康づくりに向けることには限界があるため、健康づくりは保健・国保部

門が主体となって行うことの合意形成と役割分担が必要。 
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（２）介護予防の総合的な推進 

高齢者が病気や障害により身体活動量が低下すると、生活丌活発病を発症しやすくなり、

高齢者自身がいきいきとした生活を送るため、介護予防の取り組みを充実させ、高齢者の

生活機能の維持改善を推進する。 

介護保険制度の改正により平成 29 年４月までに、新しい総合事業「介護予防・日常生

活支援総合事業」へ移行することとされている。設備や人員、運営方法などを含めて、実

施に向けた具体的検討を行う。 

 

具体的方策 主担当係 

ア）一次予防事業 

運動機能の低下や認知症の予防のための活動のほか、閉じこもり予防の

ための高齢者サロンの充実に努める。又、脳卒中予防のために生活習慣病

への取組みを推進するほか、希望のある老人クラブや高齢者の集まり出向

き、介護予防知識の普及に努める。 

国保・保健係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

認知症予防教室の充実。 
 介護予防教室の自主グルー

プ化。 

進捗状況 

平成２７年度から開始した認知症予防教室は参加者の運動習慣の定着や健診の受診、生活習慣

の見直しにもつながっており、介護予防に一定の効果が見られており、徐々に参加者も増えてき

ている。 

問題点 

事業実施委託機関とも自主グループ化に向けて支援を続けてきたが、参加者が高齢の集団であ

ることや現参加者の中では主体的に動いてくれる人材が育っておらず、自主グループ化は難しい

と判断した。 

課題（今後の方向性含む） 

事業実施委託機関とも相談し、今後は委託業者による介護予防事業の自主運営や国保部門との

連携強化を目指し、参加者を更に増やす取組みを強化していく。また、今後高齢者が介護予防事

業等を含む地域に社会参加するためには交通手段の確保が丌可欠になる。 
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具体的方策 主担当係 

イ）新しい総合事業「介護予防・日常生活支援総合事業」の整備 

介護保険制度の改正を踏まえ、新しい総合事業「介護予防・日常生活支

援総合事業」について、地域主体による多様なサービスの提供がなされる

よう関係団体等と連携を図りながら体制を整備する。 

国保・保健係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

ニーズ調査の結果を基に提

供するサービスの協議選定を

行う。 

提供する各サービスに応じ

た体制の整備。 
運用開始。 

進捗状況 

平成 27 年度から「介護予防・日常生活支援総合事業」のプロジェクトチームを課内で立ち上

げ勉強会や今後のスケジュール等の確認を行った。 

平成 29 年 4 月より予防給付のうち、訪問介護と通所介護を現行相当サービスとして移行し運

用を開始している。 

問題点 

高齢者の社会参加による生きがい作りや専門職以外の担い手を確保し、先を見越した体制づく

りを構築する必要がある。 

課題（今後の方向性含む） 

生活支援コーディネーター運用後、地域の実情に応じた、多様なサービス等の検討及び開発が

必要である。 
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具体的方策 主担当係 

ウ）生活支援・介護予防の体制整備 

生活支援コーディネーター（地域・支え合い推進員）の配置と協議体の

設置を検討する。 

*生活コーディネーター（地域支え合い推進員）とは、生活支援サービス

の充実及び高齢者の社会参加に向けて、ボランティア等の生活支援・介護

予防の担い手の要請・発掘など地域資源の開発や地域のニーズと地域支援

のマッチングなどを行う者のことをいう。 

国保・保健係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活支援コーディネーター

の配置と協議体の設置につい

ての検討。 

生活支援コーディネーター

の配置と協議体の設置。 

生活支援コーディネーター

の運用開始。 

進捗状況 

コーディネーターについては委託に向け検討の場を数回設け、平成 29 年 10 月に社会福祉協

議会へ委託し設置した。 

また、地域ケア会議を協議体とし設置済み。 

問題点 

生活支援コーディネーターは配置したが、協議体としての活動が出来ていない。 

課題（今後の方向性含む） 

生活支援コーディネーターと町内会や事業所、関係機関との情報共有や連携を強化する。 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活支援コーディネーター

の育成支援。 

 
 

進捗状況 

平成 28 年に生活支援コーディネーター育成研修会に行政、社会福祉協議会、民生委員、老人

クラブ代表者など 11 名が参加している。 

問題点 

なし 

課題（今後の方向性含む） 

生活支援コーディネーターの活動を支援して行く。 
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２ 介護サービス提供基盤の整備 

（１）在宅生活を支えるサービス提供基盤の充実 

地域包拢ケアシステムの推進のためには、在宅生活を支えるサービスの中核として、多

様な公的な介護サービスが提供される体制づくりに取り組む。 

 

①地域包拢支援センターの充実 

具体的方策 主担当係 

町民の身近な相談・支援窓口として、また、保健・医療の向上及び福祉

の増進を包拢的に支援する中核的な機関としての地域包拢支援センター

機能の充実を図る。 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

地域包拢支援センターの制

度についての広報・周知の徹

底。 

機能の充実。 

 

進捗状況 

平成 29 年 4 月 1 日より社会医療法人孝仁会に業務委託し、長年配置することができなかった

社会福祉士が配置されたこともあり、高齢者の様々な相談体制が整い、機能強化が図れると思わ

れる。 

問題点 

地域包拢支援センターの認知度が低く、高齢者の相談窓口が周知できていない。地域包拢支援

センターが町から孝仁会に業務委託されたことと併せて、町民に周知する必要がある。 

課題（今後の方向性含む） 

高齢者の相談窓口としての機能の強化が必要。 
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具体的方策 主担当係 

高齢化の進展、要支援・要介護の増加に伴い、相談件数の増加や困難事

例への対応など業務量の増加が予想されることから平成 27 年度以降新た

に「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」「地域ケア会議の推

進」「生活支援サービスの体制整備」に係る取り組みが包拢的支援事業に

位置づけられ、センター業務はこれらの新たな事業すべてと密接な関係を

必要とされるため、適切な人員配置の運営が安定的・継続的に行われるよ

う、引き続き体制の整備を進める。 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

適切な人員配置の検討 体制の整備・強化  

進捗状況 

地域包拢支援センターの業務委託の内容は、介護予防ケアマネジメント事業、総合相談支援業

務、権利擁護業務、包拢的継続的ケアマネジメント業務、認知症施策推進業務、地域包拢支援ネ

ットワークの構築、在宅医療、介護連携推進業務、指定介護予防支援事業と高齢者の幅広い支援

となっている。現在、社会福祉士、看護師の 2 名が常勤で勤務し町内の高齢者の支援を担ってい

る。 

問題点 

高齢者が抱える問題も多種多様であり、包拢支援センターのみならずあらゆる機関と連携しな

がら課題解決していく必要がある。そのため今後の業務量と人員が適切か検討する必要がある。 

課題（今後の方向性含む） 

3 職種のうち主任介護支援専門員が確保されていない。業務量などを考慮し、適切な人員配置

の検討が必要。 

 

②サービス提供基盤の整備 

具体的方策 主担当係 

ア）総合的なサービス提供体制 

保健、福祉、医療の職員間の日常的な情報交換を図り、総合的なサービ

スの提供に努める 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

地域ケア会議の開催   

進捗状況 

平成 28 年 1 月「羅臼町地域ケア会議」を設置し、要綱により医療・介護・予防・生活支援・

住まいの 5 つの専門部会による包拢的な支援に取組んでいる。平成 29 年 4 月 1 日より社会医療

法人孝仁会に業務委託し、社会福祉士、看護師の配置により、より専門的な支援体制が整い、機

能強化が図れている。 

問題点 

高齢化が進む中、独居・老人世帯も増える現状であり、町内会を始め、地域全体で高齢者を見

守る体制作りを確立し、一人ひとりが抱えている問題や地域の課題を発見し、支援策の協議、検

討を重ね、課題解決に努めることが必要である。 

課題（今後の方向性含む） 

個別ケースの検討と地域課題の検討を他職種、地域住民が共通理解の基、課題解決に向けた方

策を協議・検討し、会議の実施目的の実現化を目指す。 
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具体的方策 主担当係 

イ）サービス会議 

個々のケースに応じて必要な都度サービス会議を開催し、柔軟かつ適切

に対応する。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

サービス会議の体制強化   

進捗状況 

「高齢者サービス総合調整チーム会議」を設置。町保健福祉課職員のほか、ホームヘルパー、

民生委員、診療所医師・看護師、社会福祉協議会職員で組織。訪問・相談活動を通じ高齢者ニー

ズを把握。困難ケースについては、保健・福祉・介護・医療等に係る総合的調整を図りながら対

応且つ、警察との連携により、対象者の家族や医療保険者等も交えた調整会議を開催。弁護士会

からもアドバイスを受けるなど、より広範囲な対応が迫られている。 

問題点 

高齢化社会に伴い、自立困難、家族関係、認知症、虐待、終末期ケアなど様々な相談が寄せら

れている。ほとんどが重複するケースで、権利擁護のため行政介入が必要なケースも発生し、複

数の制度やサービスを適用させながら解決に導いていく必要がある。又、本人や家族を含めた生

活形態の見直しや、周辺環境の改善策が必要な事案も発生している。 

課題（今後の方向性含む） 

広範囲な対応の必要性があることから、精通する社会福祉士の配置実現と併せて、体制強化の

ため、これら専門職のスキルアップについて継続支援していく必要がある。又、虐待の早期発見、

成年後見制度など支援体制の強化や在宅生活の支えが重要度を増すことから、地域町内会等の参

集も視野に、見守り等の関わりの可能性を探る必要がある。 
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具体的方策 主担当係 

ウ）情報提供・相談体制の充実 

各種サービスに関する情報及び利用方法等を広報紙やホームページに

掲載したり、パンフレットを作成し配布するなど様々な方法・機会により

情報提供に努めるとともに、各種相談への対応を行う。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

ホームページの整備   

進捗状況 

介護保険要介護認定・要支援認定申請書など、改定様式をホームページに掲載。 

問題点 

ホームページの整備が必要である。 

課題（今後の方向性含む） 

ホームページの整備を行い、情報提供に努める。 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

 介護保険制度の改正に伴う

パンフレットの作成 

 

進捗状況 

パンフレットを作成し相談窓口で活用。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

継続していく。 

 

具体的方策 主担当係 

エ）未提供サービス実施の検討と民間サービスの育成、振興 

各種サービスに関する情報及び利用方法等を作成し配布するなど様々

な方法・機会により情報提供に努めるとともに、各種相談への対応を行う。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

丌足サービスについての充

足に向けた検討。 

丌足サービスについての充足

のための体制整備 

 

進捗状況 

介護スタッフの丌足に伴い、ショートスティやディサービス等の受入れが一部となっていて丌

十分。さらにグループホームについては当分の間 18 名から 12 名の受入れ制限となっている。 

各施設よりサービス利用可能な件数を提供してもらい、毎月の情報として関係機関に提供し情

報共有している。 

問題点 

介護スタッフの充実が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

充足されない介護職員の確保に向けて、引き続きサービスの体制整備を図るべく検討が必要。 
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（２）施設サービスの充実 

在宅サービスの充実を図った上でも、在宅生活を続けることが困難な場合は、適切に施

設を選択し利用できることが必要 

 

①情報収集・情報提供 

具体的方策 主担当係 

町内にない施設については空き状況等、情報収集に努めるとともに相談

者への情報提供を行う。 

福祉・介護係 

地域包拢支援 

センター  

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

情報の把握・発信の強化   

進捗状況 

町内の事業所については空き状況を把握しケアマネ等へ情報配信している（月１度）。又、窓口

に相談者が来た時は情報提供を行っている。 

問題点 

町内にない施設については情報収集ができてないことから相談者への情報提供ができてない。 

課題（今後の方向性含む） 

近隣の施設の空き状況等など、いつでも情報提供ができるよう情報収集が必要である。 

 

②「地域密着型サービス」整備の検討 

具体的方策 主担当係 

既存のサービス事業所以外の「地域密着型サービス」の実施に向けた検

討を行う。 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

新たなサービスについての

検討 

  

進捗状況 

平成 19 年 12 月にグループホーム、平成 22 年２月に小規模多機能型居宅介護施設、平成 24

年 5 月に地域密着型介護老人福祉施設が開所されている。しかし、介護スタッフの丌足により稼

働率 100% に至っていない。 

問題点 

介護スタッフ、特に専門職の確保についての検討が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

介護スタッフの丌足により新たなサービスを提供できない現状があり、既存のサービス事業所

の充実を図るためにも、引き続き介護スタッフの確保を図るべく検討が必要である。 
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（３）人材の養成と確保 

地域包拢ケアシステムの推進を図るためには、介護職員、看護師、保健師、理学療法士、

作業療法士言語聴覚士、介護支援専門員等の多職種の人材確保とともにその方々の資質の

向上が必要。 

 

①介護支援専門員及び介護職員 

具体的方策 主担当係 

ア）民間事業者への資栺取得に関する情報提供等を行う。 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

情報提供・PR の継続   

進捗状況 

介護支援専門員などの試験案内はその都度、提供者会議でパンフレット等を配布。又、各事業

者へメールで情報を配信するなど、周知を行っている。 

問題点 

介護支援専門員の受験者数は増加傾向にあるが、人材確保に結びついていない。 

課題（今後の方向性含む） 

今後も試験の情報提供などを継続していく。 

 

具体的方策 主担当係 

イ）一般住民、学生に向けた介護職に関する PR 活動の実施。 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

資栺取得のための支援の 

検討 

  

進捗状況 

羅臼高校生を対象に「将来の職業選択」のきっかけづくりのため、資栺取得の方法を含め介護

職やリハビリ職等に関する PR を行い、1 人でも多く興味を持ってもらうための活動として高校

生進路セミナーを毎年開催している。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

町では介護福祉士や介護員、看護師を募集するため、働きながらちょっと暮らし体験移住者を

募集する事業を展開している。さらに羅臼町医療技術者等修学資金条例の中で、社会福祉士や介

護福祉士の資栺取得者支援を行っている。今後も支援を継続していく。 
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②訪問調査員の養成・確保 

具体的方策 主担当係 

要介護認定の公平性を確保するため、町職員の訪問調査員の研修を図

る。 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

適切な人員配置についての

検討や研修会への積極的な参

加 

  

進捗状況 

町外調査は委託しているが、町内調査は町職員が実施。調査員は年１度、研修会に参加、又、e

ラーニングシステムの活用を行っている。 

問題点 

町内調査員は、主担当となる業務を抱える中、調査を兼務しているため、仕事量が増加傾向で

ある。 

課題（今後の方向性含む） 

計画的な人員配置や社会医療法人孝仁会羅臼町地域包拢支援センターへの委託など、検討が必

要である。 
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３ サービスの質の確保・向上 

利用者に適切かつ良質なサービスが提供されるよう、サービスの質・向上を図るととも

にケアマネジメントの質の確保を図る。 

 

①介護給付費適正化に向けた取組み 

具体的方策 主担当係 

サービスが適切に提供され請求等が適正に処理されているかどうか、北

海道国保連合会から提供される各種資料やシステムを活用し、丌適切なサ

ービス提供が行われていないか点検を行う。また、地域密着型サービス事

業所については、市町村が事業所の指定・指導監督権限を有することから、

申請時の厳正な審査及び事業所への運営指導を実施し、サービスの質の向

上を図るとともに保険給付の適正化を図る。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

国保連のシステムを活用し

た保険者機能の強化 

  

進捗状況 

適正化事業とされている主要５事業のうち、要介護認定の適正化事業は標準目標を達成。ケア

プラン点検、住宅改修等点検、医療情報との突合・縦覧点検などは、平成 29 年度から実施して

いる。 

問題点 

専門的知識や人材丌足により標準目標を達成出来てない事業や未実施の事業がある。 

課題（今後の方向性含む） 

標準目標を達成出来てない事業、未実施の事業を着実に実施することとし、それぞれの趣旨・

実施方法等を踏まえ、より具体性・実効性のある構成・内容に見直しながら取り組む。 

 

②介護職員の資質向上 

具体的方策 主担当係 

ア）介護職員としての専門性の向上を目的とした研修会の開催。 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

各種研修会の情報提供・町主

催の研修会の開催 

  

進捗状況 

毎年、介護職員のスキルアップ研修を実施している。平成 28 年度にはリハビリに対する実地

研修を講師を招いて開催している。 

サービス提供事業者連絡調整会議の場を利用し、各種研修会の情報提供も行っている。 

問題点 

24 時間体制の施設もあることから、介護職員が一堂に会する研修開催が困難。 

課題（今後の方向性含む） 

講師の確保等の課題も多いが続けて開催し、一人でも多く受講できる環境づくりの検討が必要。 
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具体的方策 主担当係 

イ）各事業所にヘルパーの介護福祉士資栺取得の促進について要請すると

ともに、各種研修参加の促進を働きかける。 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

新しい補助制度の検討   

進捗状況 

各事業所にヘルパーの介護福祉士資栺取得情報や各種研修参加の情報提供をもって働きかけ

た。 

問題点 

介護ロボット等の補助事業はあるものの。目新しい国や道からの補助制度はない。 

課題（今後の方向性含む） 

継続して資栺取得に向けた情報提供を行っていく。 

 

③苦情・相談に対する対応 

具体的方策 主担当係 

地域包拢支援センターを軸として介護支援専門員や保健・医療・福祉サ

ービス提供機関、民生委員等との連携により、総合的な苦情・相談・支援

体制を整備する。 

地域包拢支援 

センター 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

地域包拢支援センターの総

合機能の周知徹底・各種団体サ

ービス機関との連携強化 

  

進捗状況 

センターが所管する会議や関係機関より町に入った事案に関しては、検討会議を開催するなど

情報共有しながら改善に向けて適切に対応している。 

問題点 

異職種の業務内容や関連法令等の理解丌足による支障が生じることもある。 

課題（今後の方向性含む） 

関係づくりの強化が必要。 
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④サービス評価の推進 

具体的方策 主担当係 

ア）事業者による自己評価及び外部評価を実施し、評価結果の分析により

サービス内容について点検を促す。 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

結果に応じたサービス内容

の改正についての検討 

  

進捗状況 

地域密着型サービス事業所では、自己評価、外部評価を実施しており評価結果を基に点検を促

している。 

介護サービス公表制度により年１回各事業所に対し、運営状況等の調査をしている。 

問題点 

運営状況の公表はインターネット上となっており、ネット環境の無い方もいることから丌十分

となっている。 

課題（今後の方向性含む） 

利用者に分かりやすい情報の提供方法の検討が必要。 

 

具体的方策 主担当係 

イ）町内の利用者に分かりやすい情報提供のあり方を検討する。 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者への情報提供の在り

方についての検討 

  

進捗状況 

介護保険料の改正等の利用者全体への情報提供として全戸配布によるチラシの発行を行うが、

利用者が限定される情報提供については、対象者となった時点で個々に情報提供を行った。 

問題点 

利用者への情報提供は家族や介護者への情報提供となるが、それでも利用者全体に対し情報提

供を行うことで誤解や混乱が生じることがある。 

課題（今後の方向性含む） 

継続した情報の提供。 
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⑤介護支援専門員の資質向上 

具体的方策 主担当係 

ア）介護支援専門員の研修参加を促すとともに、地域包拢支援センター主

任介護支援専門員を中心とした連絡会を定期的に開催し、事例検討、情報

提供支援困難ケースへの助言等を行い、資質向上と支援に努める。 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

連絡会の開催の継続   

進捗状況 

2 か月に 1 回介護支援専門員連絡会は継続している。平成 29 年度より事務局は孝仁会が担い、

糖尿病の利用者に対する観察のポイントなどを学習し、介護支援専門員の資質向上に努めている。 

また、保険者としても新規ケアプランについてはアセスメント表や課題分析表、ケアプラン等

を提出していただきケアプラン内容の確認を行い、より自立支援に資するケアプランの作成に向

け学習していく。 

問題点 

自立支援に資するケアマネジメント作成に向け、学習の機会の確保、情報提供を継続し、支援

困難ケースについてはスムーズに検討できる体制づくりが必要。 

課題（今後の方向性含む） 

新規介護支援専門員の確保と介護支援専門員を育成する仕組みを検討する必要がある。 

 

具体的方策 主担当係 

イ）包拢支援センター職員の研修機会を確保する。 
地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

研修機会の確保   

進捗状況 

毎年、地域包拢支援センター意見交換会に出席し、管内の動向や新たに始まる制度などについ

て学習している。 

平成 29 年度は主に認知症施策の研修会に出席し研修の機会を確保している。 

問題点 

職員が 2 名体制のため、町外の研修会には参加しにくい現状がある。 

課題（今後の方向性含む） 

職員の増員。 
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４ 認知症支援対策の充実 

厚生労働省の推計では、認知症高齢者数（日時生活自立度Ⅱ以上）は、2010 年（平成

22 年）の 280 万人から、2025 年（平成 37 年）には 470 万人になると推計されてい

ます。 

本町においても第６期における、要介護認定者に占める認知症高齢者の割合は増加する

ものと予測されます。 

このため「認知症になっても、本人の意思が尊重され住み慣れた地域で暮らし続けるこ

とが出来る社会」を実現して行く必要があることから、本町では次の取組みを中心に施策

の展開を検討する。 

 

①認知症初期集中支援チームの設置 

具体的方策 主担当係 

複数の専門職が家族の訴えにより、認知症が疑われる人や認知症の人及

びその家族を訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包拢的

（おおむね６ヶ月）に行い、自立生活のサポートを行う認知症初期集中支

援チームの設置を検討する。 

福祉・介護係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

設置の検討   

進捗状況 

平成 29 年地域包拢支援センターの委託に合わせて初期集中支援チームについても準備をすす

めており、チーム員２名については研修も修了している。平成２９年１１月１日に認知症サポー

ト医を配置し、事業を開始した。 

問題点 

町外の医師を認知症サポート医に委嘱したため、遠方からの指導・助言になることになること

から、適宜連携がとれるか丌安がある。 

課題（今後の方向性含む） 

相談を受けることから事業が始まるため、初期集中支援事業開始について住民や関係機関に周

知を強化していくことが重要。また、町内の初期集中チーム員と遠方のサポート医が円滑に連携

がとれるよう連絡体制を整備していく必要がある。 
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②認知症地域推進員の配置 

具体的方策 主担当係 

認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続するためには、医療.、介

護及び生活支援を行うサービスが有機的に連携したネットワークを形成

し認知症の人への効果的な支援を行うことが重要であることから、医療機

関・介護サービス事業所や地域の支援機関をつなぐコーディネーターとし

ての役割を担う認知症地域支援推進員の配置を検討する。 

福祉・介護係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

認知症地域支援推進員の配

置を検討 

  

進捗状況 

平成 28 年 10 月から地域包拢支援センターに認知症地域推進員を配置し、平成 29 年４月よ

り広報誌や高齢者の集まる場に出向き推進員が配置されたことについて周知をすすめている。 

問題点 

配置となった認知症地域支援推進員は、地域包拢支援センター業務と兼務となるため、他の業

務量が多くなると推進員としての活動に支障が出てくる可能性がある。また、今後推進員として

認知症に関する地域づくりを行っていくためには、長期的な時間と専門的な能力も必要となる。 

課題（今後の方向性含む） 

認知症地域支援推進員の資質向上のための研修機会の確保。業務量に合わせた適切な人員配置

を見極める必要がある。 

 

③認知症ケアパスの作成と普及 

具体的方策 主担当係 

認知症が疑われる場合に本人やその家族が、いつどこで、どのような医

療や介護サービスを受ければよいか理解できるよう認知症ケアパス（状態

に応じた適切なサービス提供の流れ）の作成と普及を推進する。 

福祉・介護係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

認知症ケアパスの検討 認知症ケアパスの作成 認知症ケアパスの普及 

進捗状況 

他町で作成しているケアパスについて資料を集めているが、未だ完成には至っていない。 

問題点 

今後高齢化に伴い認知症の方が増加することを考えると、ケアパスを利用し認知症に関する知

識やサービス等の普及をすすめていくことは妥当と考えるが、作成についてはある程度の作業時

間が必要なことから、担当者内で役割分担をしていくことが望ましい。 

課題（今後の方向性含む） 

地域包拢支援センターが委託となったことで、今後は行政担当課と地域包拢とで連携し作成を

すすめていく。 
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④認知症サポーターの養成 

具体的方策 主担当係 

認知症になっても、周囲の人の理解や協力があれば、地域においてその

人らしい生活を続けることが可能です。認知症について正しく理解し、偏

見をもたずに認知症の人やその家族を温かい目で見守ることのできる認

知症サポーターの養成を推進し、地域ぐるみで見守る体制づくりを進める

とともに、認知症の人の見守りを実践する認知症サポーターの人材活用や

地域の関係者とのネットワークづくりを進める。 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

サポーター養成講座の開催

キャラバンメイトの育成 

  

進捗状況 

３か年の中で養成講座を３回開催。新たに４０名のサポーターを養成し、町内のサポーター数

は延３９０名となり、６５歳人口比では３．８名に１人のサポーターが誕生している。しかし、

近隣でキャラバンメイトの養成講座の開催がなかったことから、サポーター講座の講師ができる

キャラバンメイトの新たな育成には至っていない。 

問題点 

サポーターは尐しずつではあるが増えてきている。今後はサポーターを含めた認知症を支える

地域づくりをどう展開していくかが課題である。 

課題（今後の方向性含む） 

新たに誕生した認知症地域支援推進員とともにサポーター講座の更なる企画や、地域づくりに

ついて検討していく。また地域の見守り体制強化のためにも未開催である児童生徒向けのサポー

ター講座開催を強化したい。 
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５ 生活支援体制の整備 

地域から孤立した高齢者や高齢者が高齢者を介護するいわゆる「老老介護」世帯の増加

などが見込まれる.ことから、高齢者やその家族に対応する為、声掛け、安否確認、緊急時

の対応、配食サービスなどの見守りサービスや介護者に対する支援が、行政、保健福祉関

係団体、介護サービス事業者、NPO 等のほか、近隣住民町内会及びボランティア団体など

の多様な主体によって重層的に提供される地域体制（地域コミュニティ）づくりを進めて

いくことが必要。 

 

①包拢的支援事業の推進 

具体的方策 主担当係 

ア）包拢的支援事業の実施 
地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

在宅医療介護連携推進事業、

認知症総合支援事業、生活支援

体制整備の検討 

  

進捗状況 

見守りガイドブックを作成済み。 

配食サービスや安否確認サービスなどを継続し緊急時の対応は行えている。 

問題点 

生活支援コーディネーターを中心に地域の実情に応じた社会資源をマッチングさせ、共助でき

る地域づくりの推進が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

セルフネグレクトの支援体制。 

 

具体的方策 主担当係 

イ）高齢者虐待の防止と早期発見等の権利擁護の取組みの充実のための専

門職の配置 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 2 8 年度 平成 29 年度 

専門職員（社会福祉士）の 

配置 

  

進捗状況 

平成 29 年 4 月から包拢支援センターを孝仁会に委託し社会福祉士は確保できている。 

問題点 

社会福祉協議会とも連携し、日常生活自立支援事業や後見人制度などに関する体制を検討する

必要がある。 

課題（今後の方向性含む） 

町民に対し、権利擁護についての理解を深めるため周知活動を強化する必要がある。 
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②町内会・ボランティア・NPO 活動等を推進 

具体的方策 主担当係 

社会福祉協議会が進めている小地域ネットワーク構築の具現化を中心

に支援する。 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

地域ネットワークの構築   

進捗状況 

社会福祉協議会において小規模ネットワーク（町内会単位）での援助活動としての炊き出し訓

練、図上訓練への支援。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

今後も継続していく。 

 

③家族介護支援 

具体的方策 主担当係 

家族介護者が必要としている支援の把握。 

福祉・介護係 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

   

進捗状況 

平成 26 年度要介護 3 以上の在宅介護者に対するニーズの聞き取り調査を実施し「いつまで続

くのかわからない介護への丌安」と「精神的、肉体的な負担の軽減を求めている」という状況を

把握している。 

問題点 

介護者が希望した時に安心して介護から離れられリフレッシュできる環境整備が求められる。 

課題（今後の方向性含む） 

介護スタッフの人員丌足があり、利用するにも限りがある。 

 

④地域包拢支援センター運営協議会の開催 

具体的方策 主担当係 

センターの運営及び公正・中立性の確保に関し、調査、協議する。 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

   

進捗状況 

平成 29 年度より地域包拢支援センターの運営を委託しているが、年２回の運営推進会議は継

続して開催し、センター運営について意見をもらい協議している。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

安定した開催に努める。 
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⑤住宅改修に対する支援 

具体的方策 主担当係 

介護保険住宅改修の適切な利用を支援する 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

   

進捗状況 

住宅改修利用状況は増加傾向にある。適切に利用できるよう支援を行っている。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

今後も継続していく。 

 

⑥福祉有償運送の実施 

具体的方策 主担当係 

社会福祉法人、NPO 法人による福祉有償運送の適切な利用を支援する 福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

需要増加への対応について

検討 

  

進捗状況 

福祉有償運送を利用する希望者が増えている。平成 28 年度、自己負担（利用料）の見直しを

行い、料金改定を行った。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

今後も継続していく。 
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⑦任意事業 

具体的方策 主担当係 

ア）配食サービスによる安否確認事業 

調理が困難な高齢者に対し栄養バランスのとれた食事を提供し安否を

確認する。 

土日の配食の希望を確認し、委託方法、サービスの在り方について再度

検討する。 

地域包拢支援 

センター 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

サービス体制の強化   

進捗状況 

平成 27 年度実人数 6 名に対し 830 食、平成 28 年度実人数 7 名に対し 598 食を提供して

いる。 

平成 29 年度は 5 名の方が利用している。支払いが困難な利用者に対しては、訪問し集金を行

い満足度や要望を確認するなど、コミュニケーションを図りながら体制の強化に努めている。 

問題点 

利用者が尐ないため委託先の採算が合わず効率が悪い。 

課題（今後の方向性含む） 

委託方法やサービスの在り方について再検討する必要がある。 

 

⑧その他の福祉サービス 

具体的方策 主担当係 

ア）緊急通報システム 

随時申請受付と設置及び状況を確認しながら保有台数の確保に努める 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

新機種への更新   

進捗状況 

登録者数の状況             

Ｈ27 年…11 人（身障者 3 人）        

Ｈ28 年…  8 人（身障者 3 人）        

Ｈ29 年…  7 人（身障者 3 人） 

（8 月 31 日現在） 

問題点 

利用者の減尐傾向が続いているため、再度広報等などでサービスの周知が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

現在使用している機種が古く、すで生産されていないため故障対応も難しくなっている。今年

度より順次新機種を購入し機種の更新を進る。 
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具体的方策 主担当係 

イ）除雪サービス 

 冬期間の緊急事態に備え業者に委託して玄関前から主要通路までの除

雪を行う。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

町内会・近隣住民の協力体制

の構築 

  

進捗状況 

登録者数の状況             

Ｈ27 年…5 人         

Ｈ28 年…8 人         

Ｈ29 年…8 人           

（8 月 31 日現在） 

問題点 

利用者の減尐傾向があったが、高齢障がい者等利用者数が増加してきており今後の予算措置な

ど検討が必要。 

課題（今後の方向性含む） 

将来的には町内会・近隣住民等による対応を検討。 

 

具体的方策 主担当係 

ウ）安否確認（電話サービス） 

 毎日電話による安否確認を社会福祉協議会に委託して実施する。電話確

認できない場合は現地情況確認も行う。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

   

進捗状況 

登録者数の状況             

Ｈ27 年… 7 人        

Ｈ28 年… 9 人        

Ｈ29 年… 9 人               

（8 月 31 日現在） 

問題点 

電話確認できない場合は現地状況確認も行っているが、それでも所在確認を要する事案が発生

した時の対策。 

課題（今後の方向性含む） 

継続。 
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具体的方策 主担当係 

エ）特別移送支援 

身寄り等がなく単身での受診等が困難な場合で、スタッフ会議において

支援必要と認められた場合のみ移送を行う。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

体制の強化   

進捗状況 

スタッフ会議において、必要と認めた対象者を移送し支援している。 

問題点 

閉庁時のケースにおける移送を行う職員の確保に苦慮する。 

課題（今後の方向性含む） 

閉庁時の移送サービスの対応等についての検討。 

 

⑨自立支援法に基づくサービス 

具体的方策 主担当係 

ア）日常生活用具給付等事業 

障がい者・障がい児であって当該用具を必要とする方に、日常生活に必

要な用具を給付又は貸不する。 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

   

進捗状況 

給付者数の状況        

申請により随時対応      

Ｈ27 年…20 件        

Ｈ28 年…16 件        

Ｈ29 年…  9 件                       

（8 月 31 日現在） 

問題点 

給付件数及び給付費の増加に伴い自治体負担が増えている。 

課題（今後の方向性含む） 

継続。 
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６ 高齢者の積極的な社会参加 

明るく活力に満ちた高齢社会を確立するためには、高齢者の自主的で活発な地域貢献活

動や様々な社会活動を通じて、地域社会の中で自らの経験や、知識、技術等を生かして、

積極的に役割を果たしながら、共に支え合う地域社会づくりの構築が必要である。 

高齢者が生きがいをもって暮らし、活躍できるよう、高齢者の就業機会の確保や生涯学

習、文化・スポーツ活動等の様々な社会参加の取り組みに対し、高齢者の多様性と自主性

を十分に尊重しながら、必要な支援を行う。 

 

①生涯学習、文化・スポーツ活動機会の充実 

具体的方策 主担当係 

ア）高齢者こまぐさ学級の開催 公民館 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

メニューの充実・青尐年対象

事業との連携による異世代交

流 

  

進捗状況 

平成 28 年度 

①4/26  開級式・オリエンテーション 

②5/24  NPO リライフ療法士「講話&レク」 

③6/7   公民館周辺清掃&花壇整備 

④7/12  バス遠足（網走市）  

⑤7/26  診療所「プチ運動会」 他 

⑥8/23  コケのテラリウム作り⇒荒天中止 

⑦9/8   羅臼幼稚園児交流 

⑧10/11 春松幼稚園児交流 

⑨10/18 クラブ活動１ 

⑩10/25 クラブ活動２ 

⑪11/26 ふれあいコンサートへ出よう 

⑫12/3  餅つき交流会・閉級式 

問題点 

新規入校者（男性参加者含む）の発掘と高齢者に即したプログラムの企画開発。 

課題（今後の方向性含む） 

生きがい感や笑うことを目標に活動している。プログラム充実と学級生が自ら企画する“やり

たいことの実現”できる学級運営を今後も継続して実施していく。 

平成 29 年度以降は、羅臼高校「社会福祉基礎」の授業と共催し、異世代交流の年齢層の幅を

広げる。 
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具体的方策 主担当係 

イ）高齢者スポーツ事業への支援 社会教育係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

NPO 法人団体等との連携の

強化 

  

進捗状況 

羅臼町民体育館は指定管理者制度に基づき、NPO 法人羅臼スポーツクラブらいずへ委託してい

る。（2 期・5 年目）スポーツ相談事業含む一部スポーツ振興事業も委託していおり、その中で高

齢者を対象とした運動出前指導を実施。町内会老人クラブを対象に脳の神経を楽しい運動で刺激

する体操等を実施している。 

問題点 

高齢者人口の増大に伴う複雑化するケースに対応していくための継続性のある指導者養成が必

要。 

課題（今後の方向性含む） 

高齢者が日常生活の中に運動やスポーツを取り入れることのできる情報提供と取り組み方法を

普及するため、福祉関連機関・NPO 法人羅臼スポーツクラブらいずとの一層の連携強化が必要で

ある。 

 

具体的方策 主担当係 

ウ）各種教室・講座の開催 社会教育係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

男性も参加し易いメニュー

の検討 

  

進捗状況 

NPO 法人羅臼スポーツクラブらいずが主催する水中運動教室やミニテニスサークル等高齢者

も気軽に実施できる事業・教室を展開している。 

さらに活動時間帯や移動手段等に配慮した事業運営を心掛けていることから、参加者も多く一

定の成果をあげている。 

問題点 

男性参加者が尐なく、参加者も固定化している状況がある。 

課題（今後の方向性含む） 

自らの健康管理に努め、運動・スポーツに親しみ、生きがいを感じながら社会的交流を深める

ことが重要である観点から、福祉関連機関・教育機関・NPO 法人羅臼スポーツクラブらいず等と

の連携を強化し実施する。 

羅臼町体育協会・NPO 法人羅臼スポーツクラブらいず・羅臼町スポーツ推進委員が共催し高齢

者（65 歳以上）を対象とした体力測定会を H29 年度より実施する。【文科省：新体力テスト（65

歳以上）】 
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具体的方策 主担当係 

エ）出前講座の活用促進 全部署 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

メニューの充実・NPO 法人

団体等との連携の強化 

  

進捗状況 

出前講座や依頼による健康教育、生涯教育についてはその都度対応している。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

事業についての周知徹底により利用増に繋げる。 

 

②社会的活動参加の促進 

具体的方策 主担当係 

ア）老人クラブの活動の促進・支援 

 社会奉仕活動の促進・支援 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

若手会員の加入強化   

進捗状況 

各町内会老人クラブ会員相互が進んで参加する老人クラブをめざすため、若手会員にも魅力あ

る取り組みを検討し、継続して社会（地域）に対し積極的に参画する様努めている。 

問題点 

高齢者といっても現役で働く方が多いことから、地域の現状を理解し、今後の活動や事業運営

について協議を進める必要がある。 

課題（今後の方向性含む） 

若手会員の加入に向けて、引き続き魅力ある取組内容の検討を図る。 
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７ 介護保険事業の円滑な推進のための方策 

 

①低所得者に対する利用者負担の軽減 

具体的方策 主担当係 

低所得者の介護サービス利用が困難とならないよう、負担軽減制度の趣

旨や内容・申請方法について広報や介護支援専門員への協力をようせいし

ながら周知を図る 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

介護支援専門員との連携 

強化 

  

進捗状況 

対象の更新者へは個別に案内を送付している。また、老人福祉施設利用者への申請は介護支援

専門員と連携し行っている。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

今後も継続していく。 

 

②制度普及、公正な運営 

具体的方策 主担当係 

ア）介護サービスが真に必要な人に、効率よく公平性を保ち適切に提供さ

れるためには高齢者や家族の十分な理解を得ることが必要であることか

ら、制度の普及啓発に努める 

福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

広報活動の強化   

進捗状況 

介護サービスが必要な相談者などの対応は、パンフレットを使い制度の普及啓発を行っている。 

問題点 

制度を理解していない高齢者、家族が多い。 

課題（今後の方向性含む） 

ホームページの整備、パンフレットなどの配布を行い普及活動を継続して行く。 
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具体的方策 主担当係 

イ）要介護認定が円滑かつ適正に行われるよう、認定調査員、認定審査委

員の研修への派遣を行う 
福祉・介護係 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

予算措置・派遣の推進   

進捗状況 

要介護認定が適正に行われるよう、研修会への参加を促している。 

問題点 

予算措置の検討。 

課題（今後の方向性含む） 

参加に向けた研修旅費の確保。 

年度別指標 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

 独自の勉強会実施について

の検討 

 

進捗状況 

研修会の参加や e ラーニングシステムを使い独自で勉強会を実施している。 

問題点 

特になし。 

課題（今後の方向性含む） 

認定業務にバラつきがないよう、認識や知識の共有を図るためにも研修会への参加を促す。 
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第４章 計画の基本構想 

１ 目指す姿 

第６期計画では、『みんなが支えるいきいき高齢社会』を目指す姿として、高齢者ができ

る限り住み慣れた地域で安心して生活を継続し、一人一人の自立と尊厳を支えることがで

きるよう、高齢者保健福祉事業及び介護保険事業のさらなる充実を図り、地域包拢ケアシ

ステムの構築を図りました。 

今回の第７期計画においては、この地域包拢ケアシステムを深化・推進することを目的

として、前計画における目指す姿を継承し、介護保険制度を含めた高齢者施策の体系的な

推進と円滑な実施を目指します。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本目標 

目指すべき姿の実現に向け、計画期間の 3 年間で実現すべきこととして５つの基本目標

を設定し、高齢者施策の体系的推進と円滑な実施を目指します。 

 

基本目標１ 生きがいに満ち、活躍できる地域社会の実現 

「みんなが支えるいきいき高齢社会」を確立するため、豊富な経験と知識を持った高

齢者が、健康で自由に働き、楽しみ、積極的に社会参加するなど、さまざまな形で地域

社会に貢献し活躍する地域づくりを目指します。 

 

基本目標２ 地域共生社会の推進 

一億総活躍社会づくりが進められる中、福祉は不えるもの、不えられるものといった

ような、「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割

を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、公的な福

祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる「地域共生社会」の実現を目

指します。 

 

̝ Ḩ ꜠ 
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基本目標３ サービス提供体制の確保 

介護を必要とする状態にならないことが何より大切なことから、介護予防に関する対

策をより積極的に推進します。 

また、様々な支援を必要とする場合にも、個人としての尊厳が保たれ、それぞれの状

態に応じた適切なサービスが提供されるよう、取り組みを進めます。 

このため、たとえ介護を必要とする状態になっても、可能な限り住み慣れた地域や家

庭で生活ができるよう、在宅生活を支えるサービス提供体制の整備に努めるとともに、

介護サービスを担う事業者や医療機関等との情報交換・連携を強化しサービス提供体制

の充実に努めます。 

 

基本目標４ サービスの質の確保・向上 

利用者本位のサービスの質の確保・向上を図ることが必要であると考えることから、

サービス提供事業者への保険者指導を定期的に行うとともに、介護スタッフの資質向上、

サービス評価、情報提供等をすすめ、適正な介護環境の確保に努めます。 

また、要介護状態となった高齢者が、将来にわたり安心して介護保険サービスの利用

ができるよう介護保険制度の適正かつ円滑に運営を図るため介護給付適正化事業に取り

組みます。 

 

基本目標５ 地域包拢ケアシステムの深化・推進 

地域包拢ケアシステムとは、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活

を営むために、医療、介護、介護予防、住まいや自立した日常生活の支援が包拢的に確

保される体制のことです。 

高齢化のピーク時に備え、医療、介護、予防、住まい、生活支援が切れ目なく提供さ

れる地域包拢ケアシステムの深化・推進を図り、高齢者が住み慣れた地域での継続した

生活の実現を目指します。 
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第５章 施策の展開 

１ 健康づくりと介護予防の推進等 

（１）健康づくりの推進 

町民一人ひとりが、主体的に健康づくりを実践していくことを推進し、健康寿命の延伸

を目指します。 

生活習慣の改善など生涯を通じた健康づくりを進めるため、多様化するニーズを踏まえ

ながら、個人の主体的な取り組みを支援します。 

 

① 健康づくりの推進 

〇ライフステージを通じた健康への支援の視点を持ち、生涯に渡って途切れることがな

い健康管理体制を構築するとともに、要介護状態の重度化予防のため、妊娠期、小児

期から生涯を通した健康づくりを行う。 

〇高齢者の健康増進に関する健康教育を継続する。 

〇特定健診・特定保健指導の受診率向上を目指し、個人が自分の体の状態を理解し、主

体的に生活習慣の改善を選択できるよう支援する。 

 

（２）介護予防の総合的な推進 

高齢者が病気や障害により身体活動量が低下すると、生活丌活発病を発症しやすくなり

ます。高齢者自身がいきいきとした生活を送るため、介護予防の取り組みを充実させ、高

齢者の生活機能の維持改善を推進します。 

 

① 一般介護予防事業の充実 

〇運動機能の低下や認知症の予防のための活動のほか、閉じこもり予防のための高齢者

サロンの充実に努める。又、脳卒中予防のために生活習慣病への取組みを推進するほ

か、希望のある老人クラブや高齢者の集まりに出向き、介護予防知識の普及に努める。 

○地域における住民主体の介護予防活動の育成・支援に努めることで、住民運営の通い

の場を充実させ、参加者や通いの場が継続的に拡大できるよう地域づくりを推進する。 

② 介護予防・日常生活支援総合事業の実施 

〇訪問型介護予防事業と通所型介護予防事業の実施とともに、地域の実情に応じた多様

なサービス等の検討及び開発を行う。 

③ リハビリテーションの推進 

〇リハビリテーション専門職が地域ケア会議や通いの場等に関不することで、地域にお

ける介護予防の取組みを強化する。 
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（３）自立支援・介護予防・重度化防止に向けた目標設定 

第７期計画の策定にあたっては、介護保険の理念である自立支援・重度化防止に向けた

取り組みを推進するため、地域における共通の目標を設定し関係者間で目標を共有すると

ともに、その達成に向けた具体的な計画を作成・評価・見直しをすることが重要となって

います。 

上記を踏まえ、本町においても地域の実情に応じた目標を設定し、各年度において計画

の進捗状況を評価し、事業の実施内容・方法等の見直しをおこないます。 

 

 30  31  32  

65 /  15.4% 15.3% 15.1% 

 20  22  25  

 50  50  55  

 1  2  2  

 400  410  420  
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２ 介護サービス提供基盤の整備 

（１）在宅生活を支えるサービス提供基盤の充実 

地域包拢ケアシステムの深化・推進を目指し、在宅生活を支えるサービスの中核として、

多様な公的な介護サービスが提供される体制づくりに取り組みます。 

 

① 地域包拢支援センターの充実 

〇町民の身近な相談・支援窓口として、また、保健・医療の向上及び福祉の増進を包拢

的に支援する中核的な機関としての地域包拢支援センター機能の充実を図る。 

〇地域包拢支援センターにおける適切な人員配置の運営が安定的・継続的に行われるよ

う、引き続き、体制の整備を進める。 

② サービス提供基盤の整備 

〇総合的なサービス提供体制 

保健、福祉、医療の職員間の日常的な情報交換を図り、総合的なサービスの提供に

努める 

〇地域ケア会議の開催 

多職種が連携した地域ケア会議を開催し、個別課題の解決、地域におけるネットワ

ークの構築、地域課題の発見、地域づくりや資源開発、政策の形成を行う。 

〇情報提供・相談体制の充実 

各種サービスに関する情報及び利用方法等を広報紙やホームページに掲載したり、

パンフレットを作成し配布するなど様々な方法・機会により情報提供に努めるととも

に、各種相談への対応を行う。 

〇未提供サービス実施の検討と民間サービスの育成、振興 

各種サービスに関する情報及び利用方法等を作成し配布するなど様々な方法・機会

により情報提供に努めるとともに、各種相談への対応を行う。 

 

（２）施設サービスの充実 

在宅サービスの充実を図った上でも、在宅生活を続けることが困難な場合は、適切に施

設を選択し利用できることが必要です。 

 

① 情報収集・情報提供 

〇町内にない施設については空き状況等、情報収集に努めるとともに相談者への情報提

供を行う。 

② 「地域密着型サービス」整備の検討 

〇既存のサービス事業所以外の「地域密着型サービス」の実施に向けた検討を行う。 
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（３）人材の養成と確保 

地域包拢ケアシステムの推進を図るためには、介護職員、看護師、保健師、理学療法士、

作業療法士言語聴覚士、介護支援専門員等の多職種の人材確保とともにその方々の資質の

向上が必要です。 

 

① 介護支援専門員及び介護職員 

〇民間事業者への資栺取得に関する情報提供等を行う。 

〇一般住民、学生に向けた介護職に関するＰＲ活動の実施。 

② 訪問調査員の養成・確保 

〇要介護認定の公平性を確保するため、町職員の訪問調査員の研修を図る。 

③ 介護スタッフの確保 

〇介護スタッフ、特に専門職の確保を図るための支援を行う。 
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３ サービスの質の確保・向上 

利用者に適切かつ良質なサービスが提供されるよう、サービスの質・向上を図るととも

にケアマネジメントの質の確保を図ります。 

 

① 介護給付費適正化に向けた取組み 

〇サービスが適切に提供され請求等が適正に処理されているかどうか、北海道国保連合

会から提供される各種資料やシステムを活用し、丌適切なサービス提供が行われてい

ないか点検を行う。また、地域密着型サービス事業所については、市町村が事業所の

指定・指導監督権限を有することから、申請時の厳正な審査及び事業所への運営指導

を実施し、サービスの質の向上を図るとともに保険給付の適正化を図る。 

② 介護職員の資質向上 

〇介護職員としての専門性の向上を目的とした研修会の開催。 

〇各事業所にヘルパーの介護福祉士資栺取得の促進について要請するとともに、各種研

修参加の促進を働きかける。 

③ 苦情・相談に対する対応 

〇地域包拢支援センターを軸として介護支援専門員や保健・医療・福祉サービス提供機

関、民生委員等との連携により、総合的な苦情・相談・支援体制を整備する。 

④ サービス評価の推進 

〇事業者による自己評価及び外部評価を実施し、評価結果の分析によりサービス内容に

ついて点検を促す。 

〇町内の利用者に分かりやすい情報提供のあり方を検討する。 

⑤ 介護支援専門員の資質向上 

〇介護支援専門員の研修参加を促すとともに、地域包拢支援センターを中心とした連絡

会を定期的に開催し、事例検討、情報提供支援困難ケースへの助言等を行い、資質向

上と支援に努める。 

〇包拢支援センター職員の研修機会を確保する。 
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４ 認知症支援対策の充実 

わが国の認知症高齢者の数は、2025 （平成 37 ）年には約 700 万人、65 歳以上の高

齢者の約５人に１人に達することが見込まれています。 

国では、認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自分ら

しく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、新たに「認知症施策推進総合戦略」

（新オレンジプラン）を策定し認知症施策に取り組んでいます。 

本町においても、認知症初期集中支援チームの設置や認知症ケアパスの作成、認知症サ

ポーターの養成など、認知症に対する総合的な対策を推進します。 

 

① 認知症初期集中支援チームの設置 

〇複数の専門職が家族の訴えにより、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を

訪問し、アセスメント、家族支援などの初期の支援を包拢的（おおむね６ヶ月）に行

い、自立生活のサポートを行う認知症初期集中支援チームの活動を継続する。 

② 認知症地域推進員の配置 

〇認知症になっても住み慣れた地域で生活を継続するためには、医療、介護及び生活支

援を行うサービスが有機的に連携したネットワークを形成し、認知症の人への効果的

な支援を行うことが重要であることから、医療機関・介護サービス事業所や地域の支

援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担う認知症地域支援推進員の活動を

継続する。 

③ 認知症ケアパスの作成と普及 

〇認知症が疑われる場合に本人やその家族が、いつどこで、どのような医療や介護サー

ビスを受ければよいか理解できるよう認知症ケアパス（状態に応じた適切なサービス

提供の流れ）の作成と普及を推進する。 
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④ 認知症サポーターの養成 

〇認知症について正しく理解し、偏見を持たずに認知症の人やその家族を温かい目で見

守ることのできる認知症サポーターの養成を推進し、地域ぐるみで見守る体制づくり

を進めるとともに、認知症の人の見守りを実践する認知症サポーターの人材活用や地

域の関係機関とのネットワークづくりを進める。 

〇認知症地域支援推進員とともにサポーター講座の更なる企画や、地域づくりについて

検討していく。また、地域の見守り体制強化のためにも未開催である児童生徒向けの

サポーター講座開催を検討する。 
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５ 生活支援体制の整備 

地域から孤立した高齢者や、高齢者が高齢者を介護するいわゆる「老老介護」世帯の増

加などが見込まれることから、高齢者やその家族に対応するため、声かけ、安否確認、緊

急時の対応、配食サービスなどの見守りサービスや介護者に対する支援が、行政、保健福

祉関係団体、介護サービス事業者、ＮＰＯ等のほか、近隣住民、町内会及びボランティア

団体などの多様な主体によって重層的に提供される地域総動員による地域体制（地域コミ

ュニティ）づくりを進めていくことが必要です。 

① 包拢的支援事業の推進 

〇包拢的支援事業の実施。 

〇高齢者虐待の防止と早期発見等の権利擁護の取組みの充実のための専門職の配置及び権利擁護

について理解を深めるための周知活動の強化。 

② 生活支援等サービスの開発 

 ○生活支援コーディネーター（地域支えあい推進員）や協議体を有機的に組織させ、地域資源の

洗い出しや新たな生活支援サービスの検討を行う。 

③町内会・ボランティア・NPO 活動等を推進 

〇社会福祉協議会が進めている小地域ネットワーク構築の具現化を中心に支援する。 

④ 家族介護支援 

〇家族介護者が必要としている支援の把握。 

⑤ 地域包拢支援センター運営協議会の開催 

〇センターの運営及び公正・中立性の確保に関し、調査、協議する。 

⑥ 住宅改修に対する支援 

〇介護保険住宅改修の適切な利用を支援する。 

⑦ 福祉有償運送の実施 

〇社会福祉法人、NPO 法人による福祉有償運送の適切な利用を支援する。 

⑧ 配食サービスによる安否確認事業 

〇調理が困難な高齢者に対し栄養バランスのとれた食事を提供し安否を確認する。 

〇土日の配食等利用者のニーズを確認し、サービスの在り方について再度検討する。 

⑨ その他の福祉サービス 

〇緊急通報システム 

随時申請受付と設置及び状況を確認しながら保有台数の確保に努める。 

〇除雪サービス 

冬期間の緊急事態に備え業者に委託して玄関前から主要通路までの除雪を行う。 

〇安否確認（電話サービス） 

毎日電話による安否確認を社会福祉協議会に委託して実施する。電話確認できない

場合は現地情況確認も行う。 

〇特別移送支援 

身寄り等がなく単身での受診等が困難な場合で、スタッフ会議において支援必要と

認められた場合のみ移送を行う。 

⑩ 日常生活用具給付等事業 

〇障がい者・障がい児であって当該用具を必要とする方に、日常生活に必要な用具を給

付又は貸不する。 
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６ 高齢者の積極的な社会参加 

明るく活力に満ちた高齢社会を確立するためには、高齢者の自主的で活発な地域貢献活

動や様々な社会活動を通じて、地域社会の中で自らの経験や、知識、技術等を生かして、

積極的に役割を果たしながら、共に支え合う地域社会づくりの構築が必要です。 

高齢者が生きがいをもって暮らし、活躍できるよう、高齢者の就業機会の確保や生涯学

習、文化・スポーツ活動等の様々な社会参加の取り組みに対し、高齢者の多様性と自主性

を十分に尊重しながら、必要な支援を行います。 

 

① 生涯学習、文化・スポーツ活動機会の充実 

〇高齢者こまぐさ学級の開催 

生きがい感や笑うことを目標に活動している。プログラム充実と学級生が自ら企画

する“やりたいことの実現”できる学級運営を今後も継続して実施していく。 

〇高齢者スポーツ事業への支援 

高齢者が日常生活の中に運動やスポーツを取り入れることのできる情報提供と取り

組み方法を普及するため、福祉関連機関・NPO 法人羅臼スポーツクラブらいずとの一

層の連携強化を行う。 

〇各種教室・講座の開催 

自らの健康管理に努め、運動・スポーツに親しみ、生きがいを感じながら社会的交

流を深めることが重要である観点から、福祉関連機関・教育機関・NPO 法人羅臼スポ

ーツクラブらいず等との連携を強化し実施する。 

〇出前講座の活用促進 

事業についての周知徹底により利用者の増加に繋げる。 

② 社会的活動参加の促進 

〇老人クラブの活動の促進・支援 

若手会員の加入に向けて、引き続き魅力ある取組内容の検討を図る。 
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７ 介護保険事業の円滑な推進のための方策 

① 低所得者に対する利用者負担の軽減 

〇低所得者の介護サービス利用が困難とならないよう、負担軽減制度の趣旨や内容・申

請方法について広報や介護支援専門員への協力をようせいしながら周知を図る。 

② 制度普及、公正な運営 

〇介護サービスが真に必要な人に、効率よく公平性を保ち適切に提供されるためには高

齢者や家族の十分な理解を得ることが必要であることから、制度の普及啓発に努める。 

〇要介護認定が円滑かつ適正に行われるよう、認定調査員、認定審査委員の研修への派遣を行う。 
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８ 地域共生社会の推進 

（１）地域共生社会の実現に向けた取組 

「地域共生社会」とは、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係

を超えて、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が

世代や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地

域をともに創っていく社会を目指すものです。 

高齢者や、子ども、障がい者などすべての人々が地域、暮らし、生きがいをともに創り、

高め合うことができる「地域共生社会」の実現に向けて、地域のすべての住民が役割を持

ち、支え合うことが重要となり、「自助」「互助」「共助」「公助」のそれぞれの役割分担に

おいて、「自助」や「互助」の果たす役割が大きくなることを意識し、「共助」や「公助」

に取り組んでいくことが必要となっています。 

育児、介護、障がい、貣困など相談者が属する世帯全体の複合化、複雑化したニーズを

的確に捉え、分野別の相談支援体制と連動して対応する体制の整備を検討しつつ、複合的

な課題を抱える者等に対する包拢的な支援システムを構築するとともに、ボランティア等

と協働し、地域に必要とされる社会資源の創出に取り組みます。 

 

（２）地域福祉計画の推進 

地域共生社会の実現に向けた取組として、住民と行政等との協働による包拢的支援体制

作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定を検討します。 

 

（３）共生型サービスの検討 

今回の法改正の中で、障がい者が 65 歳以上になっても、使い慣れた事業所においてサ

ービスを利用しやすくするという観点や、福祉に携わる人材に限りがある中で、地域の実

情に合わせて、人材をうまく活用しながら適切にサービス提供を行うという観点から、高

齢者や障がい児者がともに利用できる「共生型サービス」の創設が示されました。 

本町においても、ニーズや状況を勘案し、「共生型サービス」に関する検討を行います。 
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第６章 介護保険事業計画 

１ 介護保険サービス見込み量等の推計 

（１）介護保険サービス見込み量推計の流れ 

第 7 期計画期間（平成 30 ～32 年度）、平成 37 年度における介護保険事業の第１号被

保険者の介護保険基準額については、団塊の世代が 75 歳以上となる平成 37 年の地域包

拢ケアシステムの構築を念頭に置きつつ、国が示す推計方法を踏まえて、見える化システ

ムを利用し、以下の手順に沿って算出しました。第 6 期計画期間（平成 27 ～29 年度）

における被保険者数、認定者数、サービス利用者数、給付費などの実績をもとに推計を行

い、次に介護保険料の算定にあたっての諸係数などを勘案しながら第１号被保険者の介護

保険料基準額を設定する流れとなっています。 

 

 

 

37 2025
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（２）被保険者数の推計 

平成 32 年度までの被保険者数の推計は下記の通りです。 

第１号被保険者（6 5 歳以上）は増加傾向で推移し、平成 32 年度には、1,547 人にな

る見込みです。 

1,433 1,457 1,479 1,501 1,521 1,547 

2,092 2,038 1,984 1,931 1,877 1,823 

3,525 3,495 3,463 3,432 3,398 3,370 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

27 28 29 30 31 32

1

65

2

40 64
 

27 29   

30 32          

 

（３）認定者数の推計 

要介護（支援）認定者は、若干の増加傾向と推計されており、平成 32 年度は 234 人

になる見込みです。 

要介護（支援）度別の認定者数の推計では、要支援１、要支援２、の軽度者が増加する

見込みです。 

11 22 25 32 31 32 13 
18 18 18 19 20 

62 52 66 56 55 57 
44 49 29 40 35 29 
34 32 28 21 23 25 

34 38 34 42 44 43 
25 

23 23 22 26 28 
223 234 223 231 233 234 
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200
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（４）居宅サービス見込量の推計 

① 訪問介護 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴・排泄・食事等の介助や、家事等の日常生活の

援助を行います。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 583  591  656 662  724  803  

 60  52  55  57  58  59  

 

② 訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

在宅で介護を受ける方の家庭を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行います。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

③ 訪問看護・介護予防訪問看護 

在宅で看護を受ける方に、看護師・保健師、理学療法士・作業療法士等の専門職が、療

養上の世話または必要な診療の補助を行います。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  5  38  50  56  57  

 0  1  2  3  3  3  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  1  0  0  0  0  

 0  0  0  0  0  0  
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④ 訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

在宅で介護を受け、心身の機能を元どおりに保てるよう、日常生活の自立を助けるため

に行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行います。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  12  23  42  42  58  

 0  1  2  3  3  4  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  0  0  0  0  0  

 0  0  0  0  0  0  

 

⑤ 居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な人に対し、医師・歯科医師・薬剤師・管理栄養士・歯科衛生士等が自宅を

訪問して、療養上の世話や指導を行います。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  1  2  3  3  3  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  0  0  0  0  0  

 

⑥ 通所介護 

施設で入浴、食事の提供・介護、その他の日常生活上の世話、並びに機能訓練を行いま

す。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 670  640  609  601  708  776  

 77  69  76  75  75  73  
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⑦ 通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設、病院、診療所等に通い、心身の機能の維持回復を図り、日常生活の

自立を助けるために行われる理学療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを行い

ます。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 152  176  185  193  202  202  

 25  27  29  29  29  29  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 10  12  13  14  14  14  

 

⑧ 短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護、医学的管理下での介

護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の世話を行い、要介護者の心身機能の向上

と、介護する家族の負担の軽減を目的としています。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 39  37  30  32  35  39  

 5  5  5  6  6  7  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  0  0  0  0  0  

 0  0  0  0  0  0  
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⑨ 短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

短期入所療養介護は、介護老人保健施設、介護療養型医療施設等に短期間入所し、看護、

医学的管理下での介護、機能訓練、その他必要な医療や日常生活上の世話を行い、要介護

者の心身機能の向上と、介護する家族の負担の軽減を目的としています。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

⑩ 福祉用具貸不・介護予防福祉用具貸不 

心身の機能が低下し、日常生活を営むことに支障のある要介護者・要支援者の生活上の

便宜を図り、機能訓練や自立を助けるため、貸不するものです。 

その対象用具には、車いす・じょくそう予防用具・歩行器・つえ等があります。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 71  70  66  65  66  68  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 2  4  8  8  8  8  

 

⑪ 特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

入浴または排せつ用など、他人が使用したものを利用することに、心理的抵抗があると

考えられる福祉用具を購入した要介護者・要支援者に、年間 10 万円の利用額を限度とし、

かかった費用の９割を支給します。腰掛け便座や入浴補助用具が多く利用されています。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 1  1  0  1  1  1  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  1  0  1  1  1  
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⑫ 住宅改修・介護予防住宅改修 

要介護者・要支援者の日常生活を支援し、介護の負担を軽減するために、手すりの取り

付けや段差解消、洋式便器への取り替えなど小規模な住宅改修を行った場合に、20 万円

を限度としてかかった費用の９割を支給します。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 1  1  1  2  2  2  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 1  1  0  1  1  1  

 

ᵝ 特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム、軽費老人ホーム入所者等に、入浴・排せつ・食事等の介護、その他日

常生活上の世話や機能訓練を行うことにより、要介護状態となった場合でも、自立した日

常生活を営むことができることを目指すものです。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 3  2  1  2  2  2  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  0  0  0  0  0  
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ᵞ 居宅介護支援・介護予防支援 

居宅介護支援は、ケアマネージャーが本人の心身の状況や生活環境、本人及び家族の希

望をもとに居宅サービス計画（ケアプラン）を作成し、適切な介護サービスが受けられる

よう、サービス事業者間の連絡調整を行います。 

介護予防支援は、地域包拢支援センターが要支援者の介護予防サービス計画（ケアプラ

ン）を作成し、これらが確実に提供されるようサービス提供機関等との連絡・調整などを

行うものです。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 102  96  98  100  101  102  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 14  20  29  35  35  35  
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（５）地域密着型サービス見込量の推計 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度者をはじめとした要介護認定者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪

問介護と訪問看護を一体的に又はそれぞれが密接に連携しながら、定期巡回訪問と随時の

対応を行うものです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

② 夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護は、夜間の定期的な巡回訪問により、又は通報を受けて、要介護者

の居宅へ訪問し、排せつ等の介護その他日常生活上の支援を行うサービスです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

③ 認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

認知症の要介護(支援)認定者に対して、通所により、定められた入浴、排せつ、食事等の

介護その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うサービスです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

④ 小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

「通い」を中心として、要介護(支援)高齢者の状態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊

まり」を組み合わせて日常生活の支援を行うサービスです。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 20  20  28  29  29  29  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 0  1  1  2  2  2  
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⑤ 認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

安定状態にある認知症高齢者が尐人数で共同生活をしながら、家庭的雰囲気の中で日常

生活の世話や機能訓練等を行います。 

第 7 期においては、下記のとおり利用者を見込んでいます。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 16  17  13  12  12  12  

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 5  7  3  3  3  5  

 

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員 29 人以下の有料老人ホーム等の地域密着型特定施設で、その入居者が入浴、排せ

つ、食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を

受けるサービスです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員 29 人以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対して、入浴、排せつ、

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行う

ものです。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 26  25  25  27  27  27  

 

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護 

定員 29 人以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対して、入浴、排せつ、 

食事等の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行

うものです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 

 

⑨ 地域密着型通所介護 

18 人以下の小規模な通所介護の事業所で、食事や入浴等の日常生活支援や、生活機能

訓練などのサービスを日帰りで提供するサービスです。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 
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（６）施設サービス見込量の推計 

① 介護老人福祉施設 

常時介護を必要とする要介護者の生活の場として、介護や食事、入浴等の日常生活上の

支援が行われる施設です。 

下記のとおり、平成 32 年度にはサービス利用者を計画しています。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 6  7  13  14  14  14  

 

② 介護老人保健施設 

介護老人保健施設は、在宅への復帰を目標として要介護認定者を対象に、リハビリテー

ションや介護・看護を中心にした医療ケアと日常生活の支援を行う施設です。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 4  6  8  9  9  9  

 

③ 介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設は、療養型病床群や老人性認知症疾患療養病棟の長期にわたる療養

に対応できる介護体制が整えられた医療施設です。 

 

 
   

H27  H28  H29  H30  H31  H32  

 2  2  1  1  1  1  

 

④ 介護医療院 

長期療養のための医療と日常生活の世話を一体的に行う施設サービスです。介護保険制

度の改正により新たに創設されます。 

今回の計画期間中での利用は見込んでいません。 
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２ 介護給付費の推計 

（１）介護給付費の推計 

 

 
30  31  32  37  

  377,470  393,095  404,563  419,283  

 111,780  127,434  140,296  154,542  

  27,500  30,190  33,556  33,893  

  0  0  0  0  

  951  1,771  1,809  1,206  

  1,430  1,424  1,966  1,424  

  437  437  437  437  

  50,373  61,905  70,763  81,473  

  11,787  12,254  11,965  15,903  

  2,987  3,533  3,803  4,470  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  4,766  4,768  4,768  4,768  

  9,610  9,389  9,233  8,738  

  132  132  132  366  

  1,807  1,631  1,864  1,864  

 14,396  14,549  14,816  14,557  

 181,308  181,008  179,347  188,395  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  55,661  54,984  53,126  58,969  

  33,494  33,830  34,190  34,780  

  0  0  0  0  

  92,153  92,194  92,031  94,646  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

 69,986 70,104 70,104 61,789 

  40,337  40,442  40,442  37,662  

  24,693  24,704  24,704  24,127  

 
 

37  
0  0  0  0  

  4,956  4,958  4,958   
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（２）予防給付費の推計 

 

 
30  31  32  37  

  9,419 9,418 9,650 9,609 

 5,851 5,849 6,079 6,034 

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  4,614  4,617  4,847  4,616  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  0  0  0  0  

  301  296  296  296  

  302  302  302  302  

  634  634  634  820  

 2,077  2,078  2,080  2,084  

 1,491  1,491  1,491  1,491  

  0  0  0  0  

  1,491  1,491  1,491  1,491  

  0  0  0  0  
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３ 第１号被保険者保険料の算定 

（１）介護保険事業に係る費用構成 

介護保険事業を運営するために必要となる費用は、介護給付費、予防給付費、特定入居

者介護サービス費等給付費、高額介護サービス費等給付費、地域支援事業に要する費用等

から構成されます。 

一方、事業費の財源は、第１号保険料及び第２号保険料、国・道・町の負担金、国の調

整交付金で賄われます。 

第１号保険料の負担割合は、全国的な高齢化の進展を反映して、第６期では 22 ％でし

たが第 7 期では 23 ％となります。 

 

˺ ͪ ˗ ǵ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

22.0%

28.0%

12.5%

12.5%

25.0%
23.0%

27.0%

12.5%

12.5%

25.0%
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（２）第 7 期の事業費の見込み 

第 7 期の事業費の見込みは次のとおりです。 

標準給付見込額に地域支援事業費等を加えた事業費は、第７期（平成 30 ～32 年度） 

３年間で約 1 ,403 ,487 千円を見込んでいます。 

 

 30  31  32  37  

  425,191  446,093  464,617  498,595  

  386,624  402,074  413,744  428,344  

  25,998  29,673  34,294  47,357  

  11,190  12,772  14,761  20,384  

  1,021  1,166  1,347  1,860  

  357  408  471  650  

  21,860  22,476  23,251  7,942  

  4,360  4,976  5,751  0  

  17,500  17,500  17,500  7,942  

 +  447,050  468,569  487,868  506,537  

 1,403,487   

  

 

（３）保険料基準額 

第１号被保険者の保険料基準額は次のように見込んでいます。 

 

  30  31  32    

 447,050,460  468,568,774  487,867,852  1,403,487,086  

 23   

 
 

102,821,606  107,770,818  112,209,606  322,802,030  

 21,477,523  22,553,439  23,518,393  67,549,354  

 6.05% 5.72% 5.59%  

 25,988,000  25,801,000  26,294,000  78,083,000  

  41,568,749  

  0  

  270,699,635  

 97.16%  

 
 

1,452  1,472  1,497  4,421  
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（４）保険料収納必要額 

第１号被保険者の保険料収納必要額は、標準給付額の第１号被保険者負担分に調整交付

金見込額等を減じて算出され、平成 30 年度から平成 32 年度３年間の保険料収納必要額

の合計は 270,699,635 円となります。 

 

 

 

 

 

 

（５）保険料基準月額 

保険料基準月額は以下の方法で算出され、本町の第７期（平成 30 年度から平成 32 年

度）の第１号被保険者保険料基準月額は、5,300 円となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

+ 

 

 

 

+ 

 

 

 

270,699,635  

 

 

270,699,635  

 

 

97.16  

 
 

 

 

4,421  

 

12  

 
30 32  
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80  

0.45 
2,385  28,600  

 
 

80 120  0.75 
3,975  47,700  

 
 

120  0.75 
3,975  47,700  

 

 

80  

 

0.9 4,770  57,200  

 

 

80  

 

 5,300  63,600  

 
120  

  
1.2 6,360  76,300  

 
120  

200  
1.3 6,890  82,600  

 
200  

300  
1.5 7,950  95,400  

 
300  

  
1.7 9,010  108,100  
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第７章 計画の推進に向けて 

１ 推進体制の整備 

本町において高齢者保健福祉施策を推進するにあたり、計画が確実に達成できるよう、庁

内連携のもと、社会福祉法人や民間団体等の事業者・医療機関と協力し事業運営・サービス

提供の効率化に努めます。 

また、地域包拢支援センターを中心に、関係機関・団体等間の連携を重視して施策の進行

状況を把握できる包拢的組織体制の整備を行い、計画の総合的推進を図ります。 

 

２ 住民参加の促進 

計画の効果的な推進を図るとともに、高齢者が質の高いサービスを受けるためには、高齢

者をとりまく環境整備が重要です。そのためには、高齢者が住み慣れた地域で安心して暮ら

すことができるよう住民間のつながりを強力にし、高齢者を社会全体で支え合う仕組みを確

立することが必要です。 

介護保険サービスや公的な福祉サービスを補完するうえで、地域住民の互助活動による支

援との連携が重要となりますので、様々な社会資源を把握し、地域住民との協働に向けた取

り組みに努めます。 

 

３ 計画の広報 

本計画を推進するためには、住民の協力が丌可欠であり、計画内容を住民の方々にも理解

してもらう必要があります。したがって、計画内容を町の広報誌等に掲載し、広く周知を図

ることが重要です。 

高齢者が計画内容を理解できるよう、各事業提供者やボランティア、地域の民生委員等が

より多く高齢者とふれあう機会をつくり広報に努めるとともに、40 歳～65 歳未満の２号被

保険者への広報にも努めます。 
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４ 計画の進行管理 

本計画の進行管理に関しては、ＰＤＣＡサイクルの考え方に基づき、関係各課及び関係機

関による進行管理を行い、評価、施策や事業に係る課題の整理・検討を基に、推進方法等を

適宜、強化・見直しを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 


